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～経済・投資・開発～ 

 

 

 

デジタル経済、３０年には２０００億ドル規模の可能性も 
ベトナムのデジタル経済は、２０２５年に約４５０億ドル、３０年には約９００億～２０００億ドル規模に

なる可能性があり、データが成長と国家競争力を強化する「新たな戦略的資源」とみなされている。 
データデータ市場は世界的に急成長しており、ベトナムだけで２４年に約１５億７０００万ドルになった。

３０年には３５億３０００万ドルに成長すると予想されている。 
データは、テクノロジーやデジタルインフラとともに、ベトナムのデジタル経済が３０年に２０００億ドル

を突破するための主要な原動力になると期待されている。（キンテーサイゴン電子版） 
 
ジェネリック医薬品市場、３９年に５５０億ドル規模に拡大する可能性 
ベトナムのジェネリック医薬品市場は２０２４～２９年に年平均９．７％の成長が見込まれており、適切な

政策が実施されれば３９年までに５５０億ドル規模に拡大する可能性がある。英系会計事務所ＫＰＭＧベトナ

ムの専門家が５日に開催された関連セミナーで発表した。 
それによると、ベトナムの同市場は過去５年間の平均伸び率が９％で、中国とシンガポールに次ぐ３位だっ

た。市場規模は１９年の４０億ドル規模から２９年に９２億ドル、３９年には１３１億ドルになると予想され

るが、規制や投資に関する政策が効果的に実施されれば２９０億～５５０億ドルに達する可能性もある。 
一方で、国内２８８の医薬品製造施設のうち、欧州の医薬品製造管理基準「ＥＵ－ＧＭＰ」を満たすのは２

０施設のみで、先進国との技術格差は歴然。法的障壁も業界の発展を阻害している、専門家は検査手続きの簡

素化、承認期間の短縮、高品質ジェネリック医薬品に対する優遇策が必要だと主張している。（ＶＮエクスプ

レス） 
 
米国向け農産物輸出拡大に期待＝「相互関税」免除で 
米国が世界各国からの輸入品に課している「相互関税」の対象からコーヒーや香辛料など多くの食品が除外

されたことに、ベトナム産農産物の米国向け輸出拡大への期待が高まっている。 
ベトナム・コショウ香辛料協会によると、対象となる品目にはコーヒー・紅茶、ココア、香辛料、バナナ、

柑橘類、トマトなどが含まれる。同措置は１１月１３日午前０時にさかのぼって適用される。 ただ、トレー

サビリティ（追跡可能性）、残留農薬基準、食品安全は依然として重要な技術的障壁となっている。１～１０

月、米国は最大のコショウ輸出先で４万４２６２トンと輸出全体の２１％超を占めた。 
コーヒーは、ベトナムコーヒー・ココア協会のハイ会長によると、米国とブラジルの貿易摩擦によってベト

ナムに有利に傾くと予想されていたが、相互関税の免除により、状況はほぼ互角の状態に戻った。ただ、供給

が需要を下回っているため、中長期的には依然有利な傾向にある。（ティエンフォン電子版） 
 
高速鉄道ハノイ－クアンニン間、年内起工を目指す＝ビンスピード 
複合企業ビングループ傘下の高速鉄道投資開発会社ビンスピードは、ハノイとクアンニン省を結ぶ高速鉄道
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の建設を今年末に開始し、２０２８年第１四半期（１～３月）の商業運転開始を目指している。 
同社の提案によると、総投資額は約１３８兆９３００億ドン。年内に投資承認を取得し、工期２４カ月で２

７年末までの試運転と２８年第１四半期からの正式運行開始を目指す。 
路線はハノイの国立見本市・展覧会センターからクアンニン省のハロン駅までの約１２０キロで、ハノイ、

バクニン省、ハイフォン市、クアンニン省の４地方を通る。軌間は１４３５ミリ。最高設計速度は時速３５０

キロで、ハノイを通過する区間は同１２０キロに制限する。 
２８～３５年は列車４本を運行し、３５～５０年は８本に増やす計画。運行時間は午前５時から午後１１時

までで、当面は６０分間隔、３０年以降は３０分間隔にする。 
ビンスピードは、ホーチミン市の中心部とカンゾー地区を結ぶ高速鉄道の建設も検討している。（キンテー

サイゴン電子版） 
 

国内消費が好調＝観光と飲食がけん引 
ベトナム統計総局によると、２０２５年１０月の商品小売り・サービス売上高は台風や洪水の影響を受けな

がらも前月比０．２％増の５９８兆４０００億ドンとなり、前年同月比では７．２％増加した。 
１～１０月では前年同期比９．３％増の約５７７０兆ドンとなり、特に宿泊、飲食、旅行サービスが伸びた。 
このうち、商品小売が同８％増の４４００兆ドンで、全体の７６．２％を占めた。特に、食糧・食品が１０％

増となり、衣料品、家電、文化・教育関連が続いた。サービスでは、宿泊・飲食・観光サービスが引き続き好

調で、宿泊・飲食サービス売上高は同１４．６％増の６９５兆１０００億ドン、観光収入は同１９．８％増の

７７兆４０００億ドンとなり、年初からの景気刺激策と観光振興活動の効果が示された。（キンテーサイゴン

電子版） 
 
藁と籾殻によるバイオマス発電所建設へ＝１５０ＭＷ―カントー市 
水力発電事業者のＶＮＰＤは現在、カントー市ビンチン村に藁（わら）や籾殻を燃料とする１５０メガワッ

ト（ＭＷ）のバイオマス発電所を建設する準備を進めている。この発電所は、年間５６万トン以上の二酸化炭

素（ＣＯ２）排出を削減し、メコンデルタ地域のグリーン経済を促進すると見込まれる。 
施設は２４ヘクタール超の土地と約０．５ヘクタールの水域に建設される予定で、設備容量は１５０ＭＷ。

国家電力計画に含まれており、２０３０年までのカントー市開発計画にも合致している。 
バイオマス燃料は、発電所の周囲３０キロ圏内で収集されたコメの籾殻や藁などの農業副産物から年間約７０

万トン以上が生産される。燃焼後の灰は建設資材やバイオ肥料として再利用できるため、操業プロセスにおけ

る汚染の低減に役立つ。 
総投資額は８兆ドン超と見込まれる。完成後は燃料の収集、輸送、付帯サービスで約２００人の直接雇用と数

千人の間接雇用が創出される。（キンテーサイゴン電子版） 
 
都市鉄道ベンタイン－カンゾー間の環境アセス公開 
ホーチミン市の中心部と郊外カンゾーを結ぶ都市鉄道の建設計画の環境影響評価報告書が農業環境省の環

境諮問ポータルに公開された。報告書は複合企業ビングループ傘下の高速鉄道投資開発会社ビンスピードが作

成した。 
報告書によると、同路線はホーチミン市の８地区（ベンタイン、ソムチエウ、タントゥアン、タンミー、ニ
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ャーベー、ビンカイン、アントイドン、カンゾー）を通る全長５２．９２キロで、軌間は１４３５ミリ。第１

期で始点のベンタイン駅と終点のカンゾー駅を建設。第２期で途中の４駅と車両基地を整備する。完成すると、

市中心部からカンゾーまでの移動時間が１３分に短縮され、１日あたり約４万３０００人の利用が可能。総投

資額は８５兆６５００億ドン超で、官民連携（ＰＰＰ）方式で実施する。（キンテーサイゴン電子版） 
 
 

～政治・政策～ 

 

個人所得税、最高税率を３５％で維持 
グエン・バン・タン財務相は４日、個人所得税法改正案を国会に提出した。個人所得税の累進課税表を現行

の７段階から５段階に減らした一方、最高税率は３５％で維持した。 
具体的には、１カ月の所得が（１）１０００万ドンまでが税率５％（２）１０００万超～３０００万ドンは

１５％（３）３０００万超～６０００万ドンは２５％（４）６０００万超～１億土ﾝは３０％（５）１億ドン

超は３５％－。 
以前、一部の専門家は、現状においては最高税率２０～２５％が適切だと主張していたが、法案では家族控

除や慈善・人道的寄付控除に関する規定も改正。政府は、物価と所得の変動に基づいてこれらの控除額を調整

可能だと述べた。（ＶＮエクスプレス） 
 
２６年のＧＤＰ伸び率目標１０％＝国会決議 
国会は１３日、２０２６年の経済伸び率目標を１０％以上、１人当たりＧＤＰは５４００～５５００ドルと

する目標を掲げた決議を９０．５％超の賛成多数で可決した。インフレ率は４．５％程度に抑制するとした。 
また、ＧＤＰ（国内総生産）に占める製造・加工業の割合２４．９６％、全労働者に占める農業従事者の割

合２５．３％、都市部の失業率１．０～１．５ポイント低下、貧困世帯率０．８～１．０％低下、人口１万人

当たりの医師数１５．３人、同病床数３４．７、都市生活ゴミの回収・処理率９５％－なども目標に設定した。 
決議によると、政府はマクロ経済の安定やインフレ抑制などと併せて、引き続き成長促進を優先しなければ

ならない。資金融資は生産・事業部門に向けられるべきであり、潜在的リスクのある分野では抑制する。 
金、不動産、株式市場を適切に管理し、特に電子商取引、食品サービス、小売業における税収損失を防がな

ければならない。公的債務と財政赤字を抑制し、国債発行を含む財源動員の余地を最大限に活用し、主要な事

業に振り向ける必要もある。（ＶＮエクスプレス） 
 
原発や国際鉄道、２６年初に建設開始＝政治局 
政治局は、２０２５年の成長目標を最高レベルで達成するための課題と解決策の実施に引き続き注力し、今

後の２桁成長の持続に向けた確固たる推進力を生み出すことを目的とした結論を発出した。 
その中で政治局は各省庁、機関、地方に対し、26 年初めに複数の重要な国家プロジェクトを開始するため

の準備に全力をあげるよう要請。主要なプロジェクトには南北高速道路東側区間、ニントゥアン原子力発電所、

国際鉄道の他、大規模な公共投資資金を活用した複数のインフラ・エネルギー事業が含まれる。 
政治局は、２５年の成長目標達成へ総力をあげる必要性を強調。２６～３０年に２桁成長するための重要な
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一歩になるとの見方を示した。同時に、各関係機関は国際金融センター、デジタル資産取引所、金取引所の運

用準備も求めた。（ＶＮエクスプレス） 
 
半導体チップ設計とＡＩ開発に２０００億ドン超投資へ＝ダナン市 
ダナン市人民委員会は１１日、半導体チップ設計とＡＩの研究開発をサポートするコンピューティング・イ

ンフラへの投資を承認した。市の予算から総額２０００億ドン超を投じる。 
同プロジェクトはハイチャウ地区の第２ソフトウェアパークにあるＩＣＴビル２階のデータセンターで実

施される。 
市人民委は、コンピューティング能力は国や都市の競争力を決定づける要因になりつつあると強調。ダナン

市はベトナム中部地域におけるイノベーションとハイテクの中心地となるとのビジョンを掲げ、ＡＩ・半導体

分野の企業、インフラ、人材育成に関する重要な決議や政策を数多く発表しており、目標を実現するために強

力なインフラ、すなわち高性能コンピューティングシステム（ＨＰＣ）が必要だと説明した。（キンテーサイ

ゴン電子版） 
 
 

             ～企業～ 

 

航空宇宙企業を設立＝複合企業ビングループ会長 
複合企業ビングループのファム・ニャット・ブオン会長が航空宇宙企業ビンスペースを設立した。航空機、

宇宙船、通信衛星、航空貨物輸送など六つの事業を展開する。 
資本金は３０００億ドンで、同会長がこのうちの７１％（２１３０億ドン）を出資し、ビングループが１９％

（５７０億ドン）、ブオン氏の息子であるクアン・アイン氏とミン・ホアン氏がそれぞれ５％（１５０億ドン）

を出資した。（ＶＮエクスプレス） 
 
ビングループ、文化・芸術分野で３社設立 
複合企業ビングループは１０日、文化・芸術分野で三つの新会社を設立したと発表した。アイデンティティ

の保全、創造性の促進、現代芸術の発展に貢献し、人々の精神生活の向上とベトナム文化の発信に寄与するこ

とを目指し、（１）国の伝統的な文化的価値の保全（２）創造性の促進と芸術形態の発展（３）アーティスト

が才能を伸ばし、職業として生計を立て、正当な評価を得られる新たな舞台の創造－を主要目標に設定した。 
具体的には、「Ｖカルチャー・タレント（ベトナム文化芸術人材育成株式会社）」は文化芸術教育に注力し、

音楽、舞台芸術、民族文化の分野における若い才能の発掘、育成、育成に取り組む。 
「Ｖフィルム・シネマ・デペロップメント」は、映画制作と配給、テレビ番組制作、写真撮影、録音、音楽

出版の分野で事業を展開。監督、脚本家、俳優など、映画業界の人材育成も推進し、ベトナム作品を国際社会

に広める。 
「Ｖスピリット・イベント・オーガニゼーション」は、文化・芸術イベント、展示会、会議、セミナーの企

画や運営を担い、国内でのトップブランドを目指すとともに、世界展開することでベトナムの芸術作品を国際

レベルに引き上げ、ベトナム文化の地位向上を目指す。 
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ビングループのファム・ニャット・ブオン会長がこれら３社の資本金の４５％を出資し、残りはビングルー

プ、ブオン氏の妻、ブオン氏の３人の子供が出資している。３社の会長兼法定代理人はビングループ傘下のリ

ゾート開発会社ビンパールのダン・タイン・トゥイ社長が務める。（カフェエフ） 
 
ビンスピード。定款資本金１０億ドルの大台突破 
複合企業ビングループ傘下の高速鉄道投資開発会社ビンスピードの定款資本金が３３兆ドン（約１３億ド

ル）に達した。今年５月の設立時の６兆ドンから５．５倍に拡大した。増資後の株主構成は発表されていない

が、資産面については２２兆２０００億ドンが現金で、残りはその他の資産となっている。 
ビンスピードはビングループのファム・ニャット・ブオン会長が設立した鉄道建設と車両製造を中心とする

企業で、南北高速鉄道プロジェクトに名乗りを上げているほか、首都ハノイとクアンニン省ハロンを結ぶ高速

鉄道など建設を提案している。（ＶＮエクスプレス） 
 
イオンモール、ドンナイ省に商業施設建設 
イオンモールは、ドンナイ省クーラオフォーに大型複合商業施設「イオンモール・ビエンホア」を建設する。

同省人民委員会が１７日、投資登録証明書を発行した。 
総投資額は６兆ドン超で、施設はダンバンチョン通りに面した１０ヘクタール超の敷地に建設。飲食店、子

供向けプレイエリア、オフィススペース、倉庫、イベントホールなどを備えた複合施設として開発する。 
省人民委員会のグエン・キム・ロン副委員長は証明書の交付式で、イオンモール・ベトナムがドンナイ省を

戦略的拠点として選択したことを歓迎。地域の経済構造転換を促進する重要な意義があると強調した。（トイ

チェ電子版） 
 
海運マースク、ベトナムでの大型コンテナ港建設を模索 
デンマークの物流・海運大手ＡＰモラー・マースクはベトナムで環境に配慮した低炭素開発志向の大型コン

テナ港の建設を模索している。 
同社のビンセント・クラークＣＥＯ（最高経営責任者）が１８日に行われたトー・ラム書記長との会談で明

らかにした。 
クラーク氏は会談で、世界が多くの課題に直面する中でのベトナムの経済成長を高く評価していると述べ、

ベトナムは東南アジア地域および世界におけるマースクの重要なパートナーだと強調した。ベトナムでの戦略

的物流プロジェクトと大型コンテナ港を建設するための投資機会を模索したいと説明。それによってベトナム

の貿易拡大、低炭素経済への移行、気候変動への適応、ネットゼロ(温室効果ガス排出の実質ゼロ)目標の早期

実現を後押しすると話した。 
ラム書記長はマースクの計画を歓迎し、ベトナムは持続可能な開発の目標達成に向けて環境に配慮した港湾

などインフラ整備に重点を置いていると説明。海運経済などの分野への投資を奨励しており、外国企業による

物流プロジェクトを支援する用意があると述べた。（ＶＮエクスプレス） 
 
学生向け低価格の電動バイク、ビンファストが２モデル発売 
複合企業ビングループ傘下の自動車会社ビンファストはこのほど、学生を主なターゲットとした低価格の電

動バイクを２モデル発売した。 
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定価は「ＺＧｏｏ」が１４９０万ドン、「Ｆｌａｚｚ」が１６００万ドンだが、複数の販売店への調査では、

実際の販売価格はそれぞれ１３１１万ドン、１４０８万ドンとなっている。また、最高時速が５０キロ未満で

運転免許が不要なため、都市部で短距離移動が中心の学生が主要な顧客になると見込まれる。 
両モデルとも、１回の充電で約５０キロの走行が可能で、サブバッテリーを搭載することで走行距離を１０

０キロまで延ばすことができる。（ＶＮエクスプレス） 
 

 

～社会～ 

 

サイゴン動植物園、４８億ドンの利益計上 
サイゴン動植物園は、２０２５年１～９月の来園者数が前年同期比約１４％増の１５０万人超となり、４８

億ドンの利益を計上した。来園者数は前年（通年）の９５％超に相当し、１日に平均５５００人を迎えた。 
このうち、３月１９日に始まったナイトツアーが約１５００枚のチケットを売り上げた。ツアーは毎週土曜

日の夜に２回催行され、参加可能人数は最大で４０人に制限。夜行性動物の生態を観察することができるが、

他の動物への影響を避けるため、特別な規制も設けている。 
また、第３四半期は新学期の始まりに合わせて児童・生徒向け割安な入園チケットの販売、中秋節の装飾、

建国記念日を祝うグルメフェスティバル、伝統工芸村の体験といったイベントの開催などを実施。メディアを

通じて、動物たちの日常や出産の様子などを定期的に公開し、関心を集めた。 
同動植物園を運営するサイゴン動植物園株式会社は、ホーチミン市人民委員会が１００％出資する企業。１

８６４年に植物園として建設され、後に動物園として広く知られるようになり、動植物の保護や繁殖の場とな

っている。２０１５年以降は独立採算で運営されており、予算補助は受けていない。（ＶＮエクスプレス） 
 

コンダオ島に電動バス路線＝１２月の運行開始予定 
ホーチミン市建設局は、コンダオ島に初の電動バス路線を設置する計画で、市人民委員会に関連文書を提出

した。 
まずは、コンダオ中央市場とコンダオ空港を結ぶ約１７．１キロ区間（１７３番路線）で１２月からの運行

開始を予定している。運行時間は午前５時から午後８時までの１５分間隔。所要時間は約３０分。 
計画では、同路線の他に、コンダオの中心部循環（１７４番路線）、中心部－ベンダム港間（１７５番路線）、

北西部－中心部（１７６番路線）、南東部－中心部（１７７番路線）、各観光スポットを結ぶ路線（１７８番路

線）－の計６路線が予定されており、総延長は約７４キロで構成される。 
６路線で各道路の約９０％をカバーし、港や空港など主要な交通拠点と中心部間の移動需要に大きく貢献す

ると見込まれる。（キンテーサイゴン電子版） 
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～統計・数字～ 

 

外国産果物の流入急増 
ベトナムで外国産果物の流入が急増している。減税措置により、米国、オーストラリア、韓国などからの高

級果物も価格が下がって入手しやすくなり、以前は高級店でしか手に入らなかった品が今は市場（いちば）や

一般の商店でも買えるようになっている。 
ホーチミン市内の卸売市場で輸入果物を扱う業者は、米国、オーストラリア、ニュージーランド産の果物が

増えていると話した。以前は価格の安さから中国産が主流だったが、今は自由貿易協定による輸入税の引き下

げで米国やオーストラリア産の果物も大幅に値下がりし、競争力を高めていると説明。米国産のチェリーも急

速に人気を高めていると明かした。 
ベトナム青果協会によると、２０２５年１～１０月の青果輸入額は前年同期比１４％増の約２２億ドルで、

このうち米国産は３０％増の５億ドルとなった。また、ＡＳＥＡＮオーストラリア・ニュージーランド自由貿

易協定（ＡＡＮＺＦＴＡ）により、オーストラリアとニュージーランドからベトナムに輸入される果物の大半

が完全に免税となり、国産品に対して明確な競争上の優位性が生まれている。（ＶＮエクスプレス） 
 
１０月の新車販売、前年同月比２．２％減の３万７９１０台 
ベトナム自動車工業会（ＶＡＭＡ）が発表した２０２５年１０月の新車販売台数（一部メーカーを除く）は

前年同月比２．２％減の３万７９１０台だった。前月比では２４％増で、需要の回復、豊富な供給、販促プロ

グラムの魅力が示された。 
このうち、乗用車が２万７２４６台（前月比３３％増）、商用車が１０万１６２台（同６．６％増）、特殊車

両は５０２台（同１５％減）だった。また、国産車が１万７１２９台（１９％増）、輸入車は２万 0781 台（２

８％増）だった。 
専門家によると、１０月の販売は年末に向けた商戦、供給の回復、低金利により消費者の資金調達が容易に

なり、自動車購入需要が高まったことで前月より大きく伸びた。ハノイ、ホーチミン市、ダナン、カントーな

どの主要都市では、特に２０２６年テト（旧正月前）に自動車を購入したいと考える客を中心に購買力が大幅

に上昇。多くの新型車の発売も市場全体の販売を押し上げた。（キンテーサイゴン電子版） 
 
アジア大学ランキング、ベトナムから２５校 
英国の大学評価機関クアクアレリ・シモンズ（ＱＳ）が４日に発表した最新のアジアの大学ランキングで、

ベトナムから２５校がランクインした。前年の１７校から８校増え、過去最多となった。 
このうち、ハノイ国家大学がベトナムの大学として最高の１５８位で、前年より３ランク上昇。ズイタン大

学の１６５位（同３８ランク下落）、ホーチミン市国家大学の１７５位、トンドクタン大学の２３１位が続い

た。 
また、ホーチミン市工科大学（２８７位）、ハノイ貿易大学（５８０位）、ホーチミン市農林大学、フェニカ

大学などが新たにランクインした。 
同ランキングには２９カ国・地域の１５００校以上の大学が含まれ、上位１０校は香港から５校、中国から

３校、シンガポールから２校となっている。（ＶＮエクスプレス） 
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